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1トヨタ自動車 17兆5755億 6102億

2本田技研工業 4兆5446億 2418億

3日産自動車 4兆1872億 2283億

4マツダ 3兆6361億 1714億

5三菱自動車 2兆3489億 1123億

6デンソー 3兆6607億 1058億

7SUBARU 2兆5738億 928億

8豊田通商 2兆620億 891億

9村田製作所 1兆697億 762億

10キャノン 1兆6680億 719億

11クボタ 1兆2234億 566億

12日本製鉄 4兆8765億 537億

13スズキ 2兆6048億 477億

14三菱重工業 1兆7296億 456億

15ヤマハ発動機 9576億 403億

16日立製作所 1兆7569億 366億

17任天堂 1兆1839億 266億

18日亜化学工業 4917億 251億

19シャープ 5272億 246億

20ファナック 4747億 237億

合計 2兆1803億

輸出大企業に対する還付金額上位20社推算
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10月1日に臨時国会が召集され、即解散して総選挙が行われると複数メディアが報じました。政権与党の自民党が内輪の総裁選に明け暮れる一方で、電気代補助の中断、米不足と米価の高騰、増え続ける社会保険料、消費税・インボイス導入などで、国民生活は極めて苦しい状況に追い込まれています。政府は国民の苦難軽減・生活向上へ、ただちに不公平な消費税を減税し、インボイス廃止を決断すべきです。


2023年度、国がトヨタ自動車など輸出大企業20社に対し、消費税額2兆1803億円を還付したことが明らかになりました（全国商工新聞9月23日付）。
この推算を発表したのは元静岡大学教授の湖東京至税理士。国全体での還付金額は7兆937億円に達し、事業者が納めた消費税額20兆2006億円の35・1％が、潤沢な内部留保を抱える大企業を中心に還付されていると指摘しています。
例えば海外に輸出される日本酒などにかかる酒税も免税ですが、還付金はありません。また、医療にかかわる消費税は「非課税」として、患者から受け取れませんが、還付金はありません。
消費税は庶民が苦しみながら払った税金を大企業に分け与える極めて不公平な税金です。一刻も早く減税・廃止させましょう。
消費税の還付金7兆円超
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輸出大企業上位20社に消費税還付金２・２兆円





全国商工新聞9月23日付1面より





輸出還付金があるのは消費税だけ
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👈消費税アンケート実施中！�あなたの意見を聴かせてください








